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☆ 求職の動き 

・新規求職者数は前年同月比で、一般が１５．２％減、パートは６．４％減で、全 

体では１３．０％の減少となった。 

・月間有効求職者数は８８６人で、前年同月比で４．９％の減少となった。 
 

☆ 求人の動き 

・新規求人数は、前年同月比で、一般求人が９．４％減、パート求人は２３．４％ 

減となり、全体として１４．２％の減少となった。 

・新規求人（一般・パート全て）を産業別にみると、前年同月と比較して建設業、 

製造業、医療・福祉等が増加、卸売・小売業、飲食店・宿泊業等が減少となった。 

・月間有効求人数は７３６人で、前年同月比で１９．３％の増加となった。 

 

☆ 有効求人倍率の動き 

・前年同月と比較して、有効求職者数は減少、有効求人数は増加し、有効求人倍 

率は、前年同月と比較して０．１７ポイント高い０．８３倍となった。 

    なお、パートを除く一般の有効求人倍率は０．７７倍、パートの有効求人倍率

は０．９８倍となっている。 
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一 般 職 業 紹 介 状 況 平成25年 11月内容 

 
                               項             目     当   月 前月比（％） 前年同月比（％） 

求 
 

職 
 

関 
 

係 

新 規 求 職 者 数         161 ▲ 8.5 ▲ 13.0 

  

うち男 79 9.7 ▲ 8.1 

  

うち女 82 ▲ 21.2 ▲ 16.3 

 
 

年
齢
別 

～４４歳 77 ▲ 33.6 ▲ 33.6 

４５～５４歳 41 41.4 0.0 

５５歳～ 43 38.7 53.6 

月間有効求職者数         886 ▲ 3.3 ▲ 4.9 

  

うち男 439 ▲ 2.0 ▲ 7.2 

  

うち女 447 ▲ 4.5 ▲ 2.2 

 
 

年
齢
別 

～４４歳 444 ▲ 10.1 ▲ 9.4 

４５～５４歳 194 9.6 ▲ 56.1 

５５歳～ 248 1.2 6.9 

求
人
関
係 

新 規 求 人 数           236 ▲ 20.5 ▲ 14.2 

 
 

主
要
産
業
別 

建設業 35 ▲ 50.0 84.2 

製造業 48 14.3 71.4 

卸売・小売業 23 21.1 ▲ 36.1 

飲食店・宿泊業 26 ▲ 40.9 ▲ 53.6 

医療・福祉 47 11.9 14.6 

月間有効求人数           736 ▲ 3.2 19.3 

就
職
関
係 

紹介件数               273 ▲ 15.5 ▲ 18.3 

 

うち男 144 ▲ 16.3 ▲ 18.2 

 

うち女 129 ▲ 14.6 ▲ 17.8 

就職件数               91 ▲ 14.2 2.2 

 

うち男 35 ▲ 20.5 ▲ 7.9 

  うち女 56 ▲ 9.7 9.8 

       
（パートを含む） 

        

雇用保険取扱状況 平成25年 11月内容 

 

                               項             目     当   月 前   月 前年同月 

適
用
関
係 

月末現在事業所数 779 775 776 

資格取得者数 97 121 113 

資格喪失者数 118 120 103 

月末現在被保険者数 10,413 10,434 10,242 

給
付
関
係 

一般 

受給資格決定件数       42 54 51 

受給者実人員       204 240 236 

支給金額（千円）       22,102 26,935 26,594 

高齢 
受給者数       9 4 3 

支給金額（千円）       1,813 754 727 

特例 
受給者数       0 0 1 

支給金額（千円）       0 0 184 

再就職 支給人員       28 21 14 

手当 支給金額（千円）       8,813 8,078 4,107 

  



労労働働市市場場のの動動きき（（平平成成２２５５年年１１１１月月内内容容））  

（（数数値値はは新新規規学学卒卒・・日日雇雇関関係係をを除除きき、、パパーートトをを含含むむ））  

  

有有効効求求人人・・求求職職者者数数及及びび求求人人倍倍率率のの推推移移  
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5月

平成25年
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平成25年

7月

平成25年

8月

平成25年

9月

平成25年

10月

平成25年

11月

有効求人数 617 541 528 632 732 655 634 659 684 686 755 760 736

有効求職者数 932 828 827 864 921 1,034 988 969 960 920 977 916 886

有効求人倍率 0.66 0.65 0.64 0.73 0.79 0.63 0.64 0.68 0.71 0.75 0.77 0.83 0.83 
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事事業業主主ののみみななささまま、、再再度度ごご確確認認をを！！！！  

～～ 雇雇 用用 保保 険険 のの 資資 格格 取取 得得 にに つつ いい てて ～～  

  

雇雇用用保保険険のの適適用用要要件件はは、、  

①①『『３３１１日日以以上上のの雇雇用用見見込込みみががああるるこことと』』  

②②『『１１週週間間のの所所定定労労働働時時間間がが２２００時時間間以以上上ででああるるこことと』』  

ここのの要要件件にに該該当当すするる労労働働者者をを雇雇いい入入れれたた場場合合はは、、雇雇いい入入れれたた日日のの属属すするる月月のの翌翌月月１１００日日ままでで

にに、、雇雇用用保保険険被被保保険険者者資資格格取取得得届届をを提提出出すするるここととがが義義務務づづけけらられれてていいまますす。。  

                                                                ・・・・・・注注１１  

ままたた、、①①・・②②のの要要件件をを満満たたししてていいるる場場合合、、パパーートト・・アアルルババイイトト・・試試用用期期間間・・見見習習等等のの名名称称をを

問問わわずず、、雇雇いい入入れれたた日日がが雇雇用用保保険険のの資資格格取取得得日日ににななりりまますす。。  

                                                                  ・・・・・・注注２２  

  以以上上ににつついいてて再再度度ごご確確認認いいたただだきき、、適適正正なな手手続続ききををおお願願いいししまますす。。  

  

  注注１１：：ここのの期期限限をを過過ぎぎててししままっっててかかららのの手手続続ききのの場場合合、、雇雇用用契契約約書書等等のの雇雇いい入入れれがが確確認認でできき

るる書書類類のの添添付付がが必必要要ととななりりまますす。。  

  注注２２：：試試用用期期間間経経過過後後のの加加入入ででははななくく、、ああくくままででもも雇雇いい入入れれたた日日かかららのの加加入入でですす。。  

  

詳詳ししくくはは、、ハハロローーワワーークク白白石石（（TTEELL００２２２２４４－－２２５５－－３３１１００７７））へへおお問問いい合合わわせせくくだだささいい。。  



事業主のみなさまへ

すべての事業主は、法定雇⽤率以上の割合で障害者を雇⽤する義務があります（障害者雇用

率制度）。この法定雇⽤率が、平成25年４⽉１⽇から以下のように変わりました。

事業主の皆さまは、ご注意いただきますようお願いいたします。

平成25年４⽉１⽇から

障害者の法定雇⽤率が引き上げになりました

事業主区分
法定雇⽤率

現⾏ 平成25年４⽉１⽇以降

⺠間企業 1.8％ ⇒ 2.0％⺠間企業 1.8％ ⇒ 2.0％

国、地方公共団体等 2.1％ ⇒ 2.3％

都道府県等の教育委員会 2.0％ ⇒ 2.2％

障害者雇⽤率制度とは･･･

「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、事業主に対して、その雇用す

る労働者に占める身体障害者・知的障害者の割合が一定率（法定雇用率）以上

になるよう義務づけています（精神障害者については雇用義務はありませんが、

雇用した場合は身体障害者・知的障害者を雇用したものとみなされます）。

この法律では、法定雇用率は「労働者※の総数に占める身体障害者・知的障害

者である労働者※の総数の割合」を基準として設定し、少なくとも５年ごとに、

この割合の推移を考慮して政令で定めるとしています。今回の法定雇用率の変更

は、同法の規定に基づくものです。 ※失業中の人も含みます。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

従業員50人以上５６人未満の事業主のみなさまは特にご注意ください。ご注意！

今回の法定雇用率の変更に伴い、障害者を雇用しなければならない事業主の範囲が、

従業員56人以上から50人以上に変わります。

また、その事業主には、以下の義務があります。

◆ 毎年６月１日時点の障害者雇用状況をハローワークに報告しなければなりません

◆ 障害者雇用推進者※を選任するよう努めなければなりません

※障害者雇用推進者の業務

• 障害者の雇用の促進と継続を図るために必要な施設・設備の設置や整備

• 障害者雇用状況の報告

• 障害者を解雇した場合のハローワークへの届け出 など



障害者雇用 Ｑ＆Ａ

Ｑ１． なぜ障害者雇用を進める必要があるのでしょうか？

Ａ１． 障害者雇用を進めていく根底には、「共生社会」実現の理念があります。障害者が

ごく普通に地域で暮らし、地域の一員として共に生活できる社会を実現するためには、

職業による自立を進めることが重要です。

なお、障害者雇用率制度に基づく雇用義務を履行しない事業主は、法律に基づき、雇

入れ計画作成命令などの行政指導を受けるとともに、その後も改善が見られない場合、

企業名が公表されます。

Ｑ２． 障害者はどのような仕事に向いているのでしょうか？

Ａ２． 「障害者に向いている仕事」「向いていない仕事」というものはなく、一人ひとりの

障害状況やスキルの習得状況、本人の希望・意欲に応じて、事務、販売、製造からシス

テムエンジニアなどの専門職までさまざまな職種で雇用されています。テムエンジニアなどの専門職までさまざまな職種で雇用されています。

（参考）障害者雇用事例リファレンスサービス http://www.ref.jeed.or.jp/

Ｑ３． 障害者雇⽤納付⾦の取り扱いはどうなるのでしょうか？

Ａ３． 障害者雇用納付金制度※においても、平成25年４月１日から新しい法定雇用率が適用

されます。従って、平成26年４月１日から同年５月15日までの間に申告していただく

分（平成25年４月から平成26年３月までの申告対象期間）から新しい法定雇用率で算

定していただくことになります。

※ 障害者雇用納付金制度とは･･･

法定雇用率を下回っている事業主（従業員200人超）から、法定雇用障害者数に不足する人数に応じて

納付金を徴収し、それを財源に法定雇用率を上回っている事業主に対して障害者雇用調整金、報奨金、

各種の助成金を支給する制度です。

障害者を雇用するには、作業施設・設備の改善や職場環境の整備など、経済的負担が伴います。この

納付金制度は、障害者を多く雇用している事業主の経済的負担を軽減し、事業主間の負担の公平を図り

つつ、障害者雇用の水準を高めることを目的としています。

詳しくは、都道府県労働局、ハローワークへお問い合わせください。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

Ｑ４． 障害者を雇⽤する場合に活⽤できる⽀援制度はありますか？

Ａ４． 障害者雇用のための各種助成金や職場定着に向けた人的支援など、さまざまな支援

制度をご利用いただけます。まずは事業所管轄のハローワークにご相談ください。

＜利用可能な支援の例＞

○障害者雇用に関する各種相談、職業紹介  ハローワーク

○職場定着支援、事業主への助言  地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター

○各種助成金 ハローワーク、高齢・障害・求職者雇用支援機構

（参考）厚生労働省ホームページ

トップページ「分野別の政策」 ＞雇用・労働 ＞雇用 ＞施策情報「障害者雇用対策」

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/shougaishakoyou/


